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序     文 
 

独立行政法人国際協力機構（JICA）は 2007 年以来、エジプト・アラブ共和国において輸出振

興センタープロジェクトを実施し、専門家の派遣及び本邦での研修等を通じて、エジプト・アラ

ブ共和国製品の輸出促進に関するノウハウの移転、輸出関連業界に対する提供サービスの質的向

上を図ってきました。その実施にあたっては、日本貿易振興機構（JETRO）からの支援も得つつ、

具体的な輸出産品の実例をパイロットとして創出するなど、より具体的な成果の方向づけを行う

ことを期しています。 

今回、プロジェクトの終了まで半年を残す段階に至り、終了時評価調査を実施しました。今回

調査は、これまでの活動の進捗を整理し、プロジェクト目標等の達成状況を確認したうえで、残

りの期間における活動の方向性の検討、及びプロジェクト終了後の自立発展性の確保に向けた提

言等を取りまとめることを目的として実施しました。 

本報告書は、同調査の協議結果等を取りまとめたものです。プロジェクトの実施、及び調査団

派遣にご協力いただいた日本、エジプト・アラブ共和国双方の関係各位に深くお礼を申し上げる

とともに、今後も引き続き最大限のご支援をいただけるようお願いする次第です。 

 

平成 21 年 7 月 

 

独立行政法人国際協力機構 
産業開発部長 新井 博之 
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評価結果要約表 
１．案件の概要 

国名：エジプト・アラブ共和国 
案件名：エジプト・アラブ共和国輸出振興センター

プロジェクト 

分野：民間セクター開発 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：産業開発部貿易投資観光課 協力金額（評価時点）：1 億 1,000 万円 

先方関係機関：エジプト輸出振興センター 
（英）Egyptian Export Promotion Center（EEPC） 協力期間：2006 年 11 月～2009 年 11 月 

日本側協力機関：日本貿易振興機構（JETRO） 

１－１ 協力の背景と概要 

エジプト・アラブ共和国（以下、「エジプト」と記す）政府は輸出拡大を加速させるために、

わが国の JETRO を参考にした政府輸出促進機関「エジプト版ジェトロ」EEPC を 2005 年に改

組・発足させた。この EEPC の立上げについて、エジプト政府からわが国政府に対し、技術協

力プロジェクトが要請され、JICA では 2006 年 11 月から「エジプト輸出振興センタープロジェ

クト」を開始し、日本人専門家の派遣による輸出振興策の策定、情報提供サービス等 EEPC の

機能強化のほか、エジプト産品開発事例の発掘など、エジプトにおける輸出振興策を推進する

ための機能強化に関するアドバイスを行うとともに、研修員の受入れを通じて、わが国輸出振

興策の紹介等の支援を行ってきた。 

EEPC はプロジェクト開始以降、理事長の交代や組織改編により、必ずしも十分な活動が行

われない状況が続いたが、EEPC にて作成されたプロジェクト活動案を基に、専門家と同機関

による調整が重ねられ、2008 年度当初にプロジェクト期間の具体的活動案の見直しが行われ

た。現在、同活動計画に基づき、精力的な活動が行われているが、今回、プロジェクトの活動

実績を整理、評価するとともに、活動の持続性確保や協力のインパクト、又、今後の協力のあ

り方や実施方法の改善等に資する教訓及び提言を導き出すことを目的に調査団を派遣し、終了

時評価を実施した。 

 

１－２ 協力内容 
上位目標：エジプトビジネス界に対する、EEPC による支援システムが十分に機能する。 

プロジェクト目標：輸出審議会（EC）及びビジネス界に対する、EEPC による支援システム

が構築される。 

アウトプット： 
1）EEPC の組織構成が改善される。 

2）EC との共同作業を通じて、EEPC 職員の能力が拡大する。 

3）EEPC と EC の組織的連携が強化される。 

 

１－３ 投入（評価時点） 

＜日本側＞ 
1）専門家派遣  長期 1 人、短期 5 人（述べ 8 人） 

2）研修員受入  本邦研修受入 5 人 



3）機材供与 

供与機材としてコンピューター、サーバー等が供与された（451 万 4,000 円）。 
4）在外事業強化費 

計 2,308 万 5,000 円が支出された。 
 

＜エジプト側＞ 
1）カウンターパート配置 

EEPC において、本案件を担当する実務レベルでのカウンターパートは、理事長以下 17
名が配置されている。 

2）施設供与 
カウンターパート機関から、プロジェクトに必要な施設（日本人専門家執務室等）が供

与されている。 

２．終了時評価調査団の概要 

調査者 

1．団長/総括： 稲村 次郎 JICA 産業開発部 民間セクターグループ長 

2．評価分析： 昌谷 泉 株式会社グローバルグループ 21 ジャパン シニアコ

ンサルタント 

3．評価企画： 今村 嘉宏 JICA 産業開発部 貿易投資観光課 

調査期間 2009 年 5 月 30 日～2009 年 6 月 12 日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実 績 

（1）プロジェクト目標 

プロジェクト目標は終了時までにはある程度達成されると推定されるものの、十分に達

成するには更なる時間が必要であると判断される。理由は次のとおりである。 

プロジェクトによって EEPC の EC に対する新たな支援サービスが複数開始され、サー

ビスを受ける EC 側からの満足度はある程度高い。EEPC では、独自に EC に対する満足度

調査を行っており、サンプル数が極めて限られているものの、サービスに対しておおむね

満足しているとの回答結果を得ている。一方、プロジェクト・デザイン・マトリックス

（PDM）に記載された活動のうち何点かは評価時点でいまだ実施されておらず、又、終了

時までに実施される見込みがないものも含まれる。 

 

（2）各アウトプット 

1） アウトプット 1：EEPC の組織構成が改善される。 

プロジェクト期間中、EEPC 内部規程において各部署の業務内容が規定された。アウ

トプット 1 は達成されている。 

2） アウトプット 2：EC との協力による EEPC の活動を通じて、職員の能力が開発される。

以下のとおり、各指標の現状を総合的に判断すると、アウトプット 2 はほぼ達成した

といえる。 



① 7 業種における EC のウェブサイトが構築された。うち 2 業種は既に公開され閲覧

可能であり1、残りの 5 業種についてはプロジェクト終了前には公開される予定であ

る。 

② 市場選好度調査は 3 回実施され、いずれも成果を収めた2。 
③ パイロットプロジェクトは、「日本市場プログラム」という名称で実施され、エジ

プト産ハーブの日本市場へのプロモーション活動を行った。プロモーションは成功

し、エジプト企業からの評価は高い。 

④ オンデマンド海外需要調査は実施されていない。提携を予定していたエジプト商務

部（ECS）と実施協議を重ねたが、ECS 側の調整において、法的制約により有料で調

査を行うことが適わず、本調査での提携は最終的に不可能とされたためである。 
⑤ EC ウェブサイトの構築、市場選好度調査といった活動についてのマニュアルは作

成されている。ただし、いずれも簡素な業務フローチャートであり、マニュアルとし

ては十分とはいえない。 

3） アウトプット 3：EEPC と EC の調整関係が組織的に強化される。 
設置が計画された 3 つの委員会のうち、異業種交流委員会は異業種交流プログラムと

して開始され、JETRO の協力を得つつエジプト企業と日本企業との技術提携交渉が始ま

る等、順調に運営されている。一方、他の 2 委員会はいまだに設置されていない。した

がって、アウトプット 3 の達成は限定的である。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性 

プロジェクトはエジプト政府の第 6 次 5 ヵ年開発計画及び民間セクターの輸出拡大とい

ったニーズに合致しており、又日本の対エジプト国別援助計画に沿ったものである。した

がって、妥当性は高いといえる。 

日本の対エジプト国別援助計画においては、重点分野のひとつとして「持続的成長と雇

用創出の実現（投資・ビジネス環境の改善、輸出振興・産業育成、環境対策）」があげら

れており、輸出振興は成長・雇用拡大のため有用な重点支援分野として明記されている。

また、日本はこれまでに多くの国に対して輸出振興を支援してきた経験があり、この分野

においては優位点をもつといえる。 

 
（2）有効性 

プロジェクトの有効性はある程度高いと判断される。プロジェクト目標は終了時点であ

る程度達成できると見込まれるが、達成度を高めるためには更に時間を要するものと思わ

れる。また、3 つのアウトプットはプロジェクト目標の達成に向け貢献したと評価される。

一方、プロジェクト運営、プロジェクト目標達成にとって最大の阻害要因となったのはマ

ネージメントの不安定さである。 

                                                        
1 家具 EC（http://efecfurniture.com/WebPages/Common/Home.aspx）とホームテキスタイル EC
（http://www.egyptianhometextiles.org/WebPages/Common/Home.aspx）。 

2 2007 年 5 月 Furnex（カイロ）家具 EC、2008 年 3 月 Foodex（東京）食品 EC、2009 年 3 月 WIN2（イスタンブール）エンジ

ニアリング EC。 



（3）効率性 

日本側、エジプト側ともに比較的少ない投入量からある程度のレベルのアウトプットを

達成したという点で、プロジェクトは効率的であったと評価できる。特に日本側は 1 人の

長期専門家と短期専門家の投入と量的には決して多くはなかったものの、その効率性は高

く、投入の適正度という点では、効率的な技術移転に努めた結果、カウンターパートの大

半が高い満足度を示している。供与機材は適正に管理、使用されているほか、本邦研修に

参加した EEPC 職員は研修で学んだ知識・技能を、帰国後の業務に生かすとともに、同僚

の職員にそれらを移転している。一方、アウトプットの達成度という点では未着手の活動

があるという点で限定的である。しかしながら、EEPC の組織及び個々の職員の能力は着

実に向上している。 
 

（4）インパクト 
EC 会員企業の EEPC サービスに対する満足度についての情報を十分に得ることができ

なかったが、自らも企業経営者である EC の代表が、EEPC のサービスに対して概して高

い評価をしていることから、EEPC が EC 及びビジネス界に対するサービスを継続・拡大

できる限りにおいて、上位目標は達成可能である。 

そのほかにもプロジェクトによる正のインパクトが認められた。具体的には、パイロッ

トプロジェクトとして実施されたマーケットジャパン・プログラムは、その選定商品のプ

ロモーションを広範に行った結果、先行的に取り組んだハーブ及びハーブティーについて

は相次いで日本の一流デパート、食品アウトレットでかなり販売されることになるなど、

日本の市場に流通し成功を収めた。 

プロジェクトの負のインパクトは認められなかったが、今回の調査において、多数の輸

出企業が EC に未加盟であることが確認された。EEPC の活動のビジネス界全体への波及

効果を期するためには、EC の組織機能拡充に協力して輸出企業の EC へ加盟促進を間接的

に支援するとともに、ビジネス界全体に対して EEPC のサービスを積極的に広報・宣伝し

ていく必要がある。 

 

（5）自立発展性 
複数の阻害要因が存在するため、プロジェクトの自立発展性は、現状では十分に確保さ

れているとはいえない。EEPC が自立発展性を保つためには、政府による政策面、予算面

での継続的なサポートが不可欠である。 

1） 組織・財政面 

2008 年 8 月に至るまでの EEPC マネージメント体制の度重なる変動は、プロジェクト

運営に悪影響を及ぼした。今回の調査で、通商産業省（MTI）は現理事長体制下の EEPC

をこれまで以上に評価し重視していることを表明しており、その EEPC 強化方針に変更

がなければ、EEPC の組織としての自立発展性は向上すると考えられる。 
財政面では、EEPC の政府からの予算は過去 3 年約 1.4 倍と着実に増額し、来年度予

算についても、現下の経済情勢のなかで前年度並みを維持し、財政的に自立発展性はあ

るとみることができる。 

 



2） 制度・政策面 

国家開発 5 ヵ年計画で輸出目標数値が設定されていることから、エジプトの輸出振興

重視政策自体が変更される可能性は低く、又、エジプトの経済成長にとって輸出振興が

不可欠であることは自明と考えられる。 
3） 技術面 

プロジェクトを通じて技術移転を図った結果、エジプト側カウンターパートは技術的

な自立発展性を確保するのに必要な知識・技能を得た。自立発展性を高めるためには、

内部での研修制度を確立すること、活動マニュアルの整備することが必要である。 
 

３－３ 効果発現に貢献した要因 
プロジェクトの促進要因としては、現 EEPC 理事長のリーダーシップ、日本人専門家とエジ

プト側カウンターパートとの良好なコミュニケーション、MTI による適切なガイダンス等があ

げられる。 

 
３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

円滑な実施・運営を阻害した最大の要因は、現体制以前の EEPC の不安定なマネージメント

体制である。 

 

３－５ 結 論 

5 項目の評価基準によれば、プロジェクトは比較的高い妥当性、有効性、効率性をもつ。イ

ンパクトの点では、プロジェクト終了後の上位目標の達成はある程度見込めるものの、プロジ

ェクトの効果がどの程度ビジネス界全体に波及しエジプトの輸出を拡大するかは、現時点では

推測することが難しい。また、自立発展性については、阻害要因はあるものの、エジプト政府

のサポートを得ることによって EEPC はその活動を維持・拡大していくことが可能である。

EEPC が新たに自己収入を確保することも、その自立発展性を確保する手段のひとつとなる。

結論として、プロジェクト目標はある程度達成されている。現理事長の体制下、プロジェク

トを通じて EEPC の組織は強化され、EC 及びビジネス界に対して支援サービスを提供し、そ

のサービスは一定の評価を得ることができている。しかしながら、プロジェクト目標の達成度

を高めるためには、いくつかの活動について、その定着のために、更なる協力の継続が必要と

判断される。 
 

３－６ 提 言 
（1）プロジェクト期間の延長 

マネージメントの不安定さに起因する活動の停滞期間を勘案し、活動の完遂、成果の達

成度向上に向けて、プロジェクト期間の延長が必要と考えられる。 

 

（2）PDM の改定・調整 

プロジェクト運営監理の視点と、現場での柔軟性を両立させるため、プロジェクト関係

者の PDM 記載事項の理解、共有、及び現場の状況を基にした適時、適切な調整と改定を

図ることが必要である。 



（3）EEPC によるサービス提供の持続性 

自立発展性を高める観点から、残期間においては、既往の活動について EEPC 職員によ

る自立的、自発的な実施を促す取り組みが必要である。 

 
（4）ビジネス界のニーズ把握の重要性 

サービス提供機関として、EEPC はクライアントのニーズを適確に把握することが求め

られる。EC を通じて、ビジネス界のニーズを定期的、継続的に吸い上げる機会を確保す

ることが重要である。 
 

（5）成果指標測定のための準備と PDM 指標 
上位目標の指標としてあげられている、ビジネス界の満足度計測について、専門家の助

言も得つつ、準備を始めることが望ましい。また、測定が難しい現行 PDM の指標表記に

ついて、プロジェクト期間延長が実現した際には適切な指標に改定することが必要であ

る。 
 

３－７ 教 訓 

（1）トップマネージメントの重要性 

先述のとおり、マネージメント体制の不安定さがプロジェクトの一定期間における停滞

を招いた。組織機能強化を目標とする事業の場合、トップマネージメントの存在は、組織

の方向づけ、職員の動機づけの点でも極めて重要であり、適切、適任な人材の安定的な配

置を確保することが極めて重要である。 

 

（2）プロジェクトマネージメント 

PDM の記載活動と、実際に行われている活動が必ずしも調和していない状況が看取され

た。現場のニーズに対して臨機応変に対応する重要性は指摘できる一方、プロジェクトマ

ネージメントとの両立を図る方策を検討する必要がある。 

 

（3）PDM の策定プロセス 
本プロジェクトで行った改定は、当初の記載が EEPC の活動に照らして必ずしも適切で

はないとの認識から生じている。事前評価調査において、集中的な協議、調整を行ってい

るものの、特に新たに設置される組織、期間の機能強化を図る事業では、プロジェクト開

始直後の一定期間を組織機能把握にあて、PDM の調整、確定を行うことが適当であろう。

 

（4）関係団体との協力 

本件では、JETRO など他の機関との連携もスムースに行われ、又同活動によるインパク

トも大きなものであった。一方で、PDM 上は明確に他機関による投入が整理されているわ

けではなく、プロジェクト上、その位置づけは明確となっていないのが現実である。成果

の因果関係の特定という視点では、類似の事業においては、PDM 上の他機関による投入の

位置づけを検討する必要もあろう。 



Summary 
 

I.  Outline of the Project 

Country: Egypt Project title: Egyptian Export Promotion Center Project 

Issue/Sector: Private Sector Development Cooperation scheme: Technical Cooperation Project 

Division in charge: Industrial Development 

Dept. Trade, Investment and Tourism Division
Total cost: 110,000 thousand yen 

(R/D): Nov. 2006 – Nov. 2009
Partner Country’s Implementing Organization: 
Egyptian Export Promotion Center (EEPC) Period of 

Cooperation (Extension): N/A 

(F/U) : N/A 

Supporting Organization in Japan: 

Japan External Trade Organization 

Related Cooperation Project:  N/A 

1. Background of the Project 

 The national income of Egypt depends heavily on transportation fees from the Suez Canal and the 

tourism sector. The Government of Egypt (GOE) has recognized the importance of the diversification of 

Egypt’s economic structure and identified export promotion as a key factor. Accordingly, the Egyptian 

Export Promotion Center (EEPC) was established by the GOE in 2005 through the restructuring of 

relevant authorities that had been in charge of export promotion. The Government of Japan (GOJ) has 

received a project proposal from the GOE to support its establishment process from the beginning and 

commenced a technical assistance project in November 2006 via JICA after appraisal of the proposal.  

  The project provides technical support through JICA experts and a training program in Japan in order 

for the EEPC to improve its services, such as the development of an export strategy, improvement of 

market intelligence and marketing know-how. 

 

2. Project Overview 

  Two and a half years have passed since its commencement. Actual achievements have been shown 
through the pilot product, which was successfully exported into the Japanese market due to mutual 

collaboration among stakeholders. 

 

(1) Overall Goal 
 EEPC’s support system for the Egyptian business community is fully functional. 

(2) Project Purpose 

 EEPC’s support system for enhancing the function of Export Councils and the business community is 

to be developed. 

(3) Outputs 

a) Institutional structure of EEPC is improved 
b) Capacity of EEPC’s employees is enhanced through EEPC’s various activities in cooperation with 

Export Councils. 



c) Coordination between EEPC and Export Councils is strengthened institutionally.  

(4) Inputs 
Japanese side: (Total cost:  110,000 thousand yen) 

  Long-term Experts     1   Equipment 4,514 thousand yen 
  Short-term Experts     5    Local cost      0 yen 

  Trainees received      5  Others  23,085 thousand yen 
Egyptian Side： 

  Counterpart     17  
  Land and Facilities:  necessary facilities such as office and furniture have been provided. 

  Local Cost:  see annex on the terminal evaluation report 

 
 

II.  Evaluation Team 

Members of Evaluation Team  Leader: Mr. Jiro INAMURA, Group Director, Private Sector Group, 

 Industrial Development Department, JICA 

 Evaluation Analysis: Mr. Izumi SAKAYA, Senior Consultant, Global  

Group 21 Japan, INC. 

 Evaluation Planning: Mr. Yoshihiro IMAMURA, Trade, Investment and 

Tourism Division, Industrial Development Department, JICA 

Period of Evaluation May 30th 2009 ~ June 12th 2009 Type of Evaluation: Terminal 

 III. Results of Evaluation 

1. Project Performance 

-Inputs and Outputs 

The project has been implemented based on the PDM. However, the following activities are 

insufficient at the time of the evaluation. 

> To collaborate with selected EC to prepare a model report regarding a sectoral export trend 

review 

> To formulate an agreement with Egyptian Commercial Services acknowledged by both JICA 
and JETRO 

> To compile the series of activities as manuals 
> To establish and help to activate the “country image building committee” 

> To establish and help to activate the “study committee regarding catalogues of overseas major 
retailers” 

Among the outputs described in the above 2 (3), No. 1 has been achieved, No. 2 has almost been 

achieved, but No. 3 is not sufficient and more improvement is required. 

 
- Project Purpose 

The purpose of the project would almost be realized by the termination date of the Project. 

However, the Project needs more time, in order to fully achieve its goals, and to fully implement the 



abovementioned activities that are currently insufficient. 

-Implementation Process 
The implementation process regarding the project has not had any problems so far. The following 

points are shown in the evaluation: 
> Periodical progress reports assist the monitoring of the Project in an appropriate fashion 

> Communication between JICA experts and counterpart personnel is well organized 
> The description in the PDM has been modified once in order to focus more on capacity 

development of the EEPC; however, some descriptions should be more concrete. 
 

2. Summary of Evaluation Results 
(1) Relevance 

The Project is highly relevant. The project purpose and overall goal are consistent with  Egyptian 
policy. Export promotion is given a high priority in the 6th 5-year National Development Plan and an 

actual indicator regarding the export growth rate is stipulated. Support to the private sector by 
relevant organizations is indispensable in achieving the goal.  

In the light of Japan’s country-related assistance strategy to Egypt, the Project is classified as a 

priority issue, namely “Sustainable growth and Employment creation”.  

(2) Effectiveness 

The effectiveness of the Project is high to some extent. It is expected that the project purpose will 

be almost achieved at the end of the Project. However, due to the past instability of management in 

the EEPC, a certain period of time is required to enhance its achievement level.  

(3) Efficiency 

The efficiency of the project is high. It could be said that significant outcomes have resulted from 

relatively low inputs, especially on the Japanese side. The capacity of the EEPC and staff is making 

steady progress. In the meantime, the achievement level of the outputs can still be improved because 

some activities are still under way and others are not as yet started.  
(4) Impact 

The impact of the Project is considerable. The overall goal is expected to be achieved with the 

condition that the EEPC could provide ECs and the business sector with constant and improved 

services, due to the activities of the EEPC being thus far highly regarded by ECs.  
(5) Sustainability 

In order to secure the sustainability of the Project, permanent support by the GOE will be essential. 

Organizational stability is currently at a high level with strong support from the Ministry of Trade 

and Industry. Financially, the government’s budget for the EEPC has increased over the past three 

consecutive years and will keep stable for the next fiscal year, despite the current worldwide 

economic recession. Accordingly, it is at a high level regarding financial sustainability. Technically, 
counterpart personnel have, on an individual basis, obtained sufficient knowledge and skills. 

Therefore, it is important to establish a sharing system inside the EEPC in order to enhance technical 
sustainability.  

 



3. Factors Promoting Better Sustainability and Impact 

(1) Factors concerning planning 
The following factors contributed to the realization of the effects:  

> Strong leadership and initiatives by top management of the EEPC 
> Mutual communication between JICA experts and their Egyptian counterparts 

> Commitment by the Ministry of Trade and Industry 
(2) Factors concerning the implementation process 

The following factors contributed to the realization of the effects:  
> Mutual communication among stakeholders for making an operation plan 

 
4. Factors Inhibiting Better Sustainability and Impact 

(1) Factors concerning planning 
It took a relatively long time to identify the EEPC’s role and finalize the PDM.  

(2) Factors concerning the implementation process  
Unstable management in the EEPC had a substantial negative impact on the progress of the Project. 

 

5. Conclusion 

The project shows relatively high performance in relevance, effectiveness and efficiency among the 

five criteria. In terms of impact, it is difficult to predict how the project will contribute to the 

enhancement of exports from Egypt at the time of the terminal evaluation. A strong commitment to the 

EEPC by the GOE has been confirmed during the evaluation and it makes the EEPC sustainable.  

In conclusion, it is found that the project purpose has been achieved to some extent despite the past 

constraints mentioned above. However, it is required to extend the Project for a certain period in order 

to enhance the stability and achievement level.  

 

6. Recommendations 
(1) Extension of Project period 

Some degree of achievement has been realized thus far. However, due to the challenges faced by 

the EEPC during the middle of the Project, some activities have just been recently launched and need 

some time to obtain outputs. Therefore, it is recommended that the Project period needs to be 
extended in order to complete the activities and ensure the realization of the purposes of the project. 

(2) Modification of PDM 

In this project, the actual activities have been modified and interpreted as the occasion may require. 

Accordingly, it became difficult for the terminal evaluation team to identify which activity has been 

done and its outputs have been felt or not. In general, it is quite important to describe the contents 

accurately in the PDM and modify them from time to time if the need arises and share them among 
not only counterparts but also all stakeholders from the viewpoint of the project management.  

It is also recommended that the indicators of performance/achievement should be reconsidered in 
the event of the extension of the Project period.  

 



(3) Sustainability of services 

Mutual cooperation between JICA experts and EEPC staff has made a significant contribution to 
project outputs so far. From the viewpoint of the post-project period, it is essential that the EEPC 

could plan and promote services by itself. Hence, the initiatives of EEPC staff should be called to 
attention more in the remaining period.  

(4) Significance of demand driven approach 
The EEPC project continues to reflect in its activities the views of the private sector, in terms of the 

typology of demanded services from the EEPC, in order to maximize the achievements of the project. 
(5) To more closely monitor progress and performance 

The satisfaction level is proposed as a verifiable indicator to identify the achievements of the 
overall goal on the PDM. Although the overall goal is supposed to be realized a few years after the 

termination of the Project, it is recommended that the preparation for a survey should be started with 
JICA experts’ advice prior to the termination.  

 
7. Lessons Learned 

(1) Significance of Top Management 

In the case of a project which aims to strengthen institutional capacity, to secure appropriate and 

stable top management will require a large contribution not only for the activities involved but also 

for showing the direction of an institute and motivating staff.  

(2) Project Management 

Demand-based activities should be encouraged to meet clients’ needs. On the other hand, the 

project is monitored according to the description of the PDM. It is required to find an appropriate 

measurement to keep both aspects balanced.  

(3) Designing of the PDM 

During the project period, the narrative summary of the PDM was modified drastically. This might 

have been due to the fact that the EEPC was newly established and difficult to identify accurately 
during the initial period. It is advisable to secure a certain lead time to grasp the real functions in the 

case of a project which aims to strengthen institutional capacity.  

(4) Cooperation with relevant organizations 

Although cooperation with other organizations such as JETRO functioned well and made a great 
contribution, it is not clear what position it has in the Project because it is not shown on the PDM. 

From the view point of causality, it is necessary to consider how to specify input from a third party on 

the PDM.  
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第１章 調査の概要 
 

１－１ プロジェクト実施の背景及び現況 
エジプト・アラブ共和国（以下、「エジプト」と記す）政府は輸出拡大を加速させるために、わ

が国の日本貿易振興機構（JETRO）を参考にした政府輸出促進機関「エジプト輸出振興センター

（EEPC）」を 2005 年に改組・発足させた。この EEPC の立上げに際して、エジプト政府からわが

国政府に対し、技術協力プロジェクトが要請され、JICA では 2006 年 11 月から「エジプト輸出振

興センタープロジェクト」を開始し、日本人専門家の派遣による輸出振興策の策定、情報提供サ

ービスなど EEPC の機能強化、エジプト産品開発事例の発掘など、エジプトにおける輸出振興策

を推進するための機能強化に関するアドバイスを行うとともに、研修員の受入れを通じて、わが

国輸出振興策の紹介等の支援を行っている。 
EEPC では、プロジェクト開始以降、理事長の交代や組織改編により、必ずしも十分な活動が

行われない状況が続いたが、専門家と同機関による調整が重ねられ、2008 年度当初にプロジェク

ト期間の具体的活動案の見直しが行われた。現在、同活動計画に基づき、精力的な活動が行われ

ている。 

 

１－２ 調査の目的 

プロジェクト終了まで 6 ヵ月となったことから、現在までのプロジェクトの進捗・成果を確認

し、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点から評価を行い、

プロジェクト目標の達成に向けた課題等を整理・協議のうえ、終了までの期間における活動計画

の検討、提言等を行うことを目的とした。 

 

１－３ 調査団構成 

団長/総括 稲村 次郎 独立行政法人国際協力機構 産業開発部 民間セクターグループ長 

評価分析 昌谷 泉 株式会社グローバルグループ 21 ジャパン シニアコンサルタント 

評価企画 今村 嘉宏 独立行政法人国際協力機構 産業開発部 貿易投資観光課 
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１－４ 調査日程 

EGYPTIAN MEMBERS
Leader Evaluation Planning Evaluation Analysis Mr. A. Bastawi PLACE

Mr.Inamura Mr.Imamura Mr.Sakaya / Ms. S. Elarmy
30-May 5:30 Arr: DXB

Sat 8:50 Dep: DXB(EK927)

10:40 Arr: CAI

31-May 10:00 Meeting with JICA JICA

12:30 Coutesy Meeting with MTI MTI

Sun 14:00 EEPC

9:00 MTI

11:30 Interview with Experts (individual)　（~13:00） EEPC

13:30 EEPC

15:00 Interview with ex-participants of training　（~17:00） EEPC

2-Jun 10:30 Interveiw with EEPC Staff (~12:00) FTTC

12:00 FTTC　（~12:45）

Tue 13:00 EEPC

3-Jun 10:30 Interview with Mac Carpet (private Company) each private companies

Wed 14:30 Interview with VAICO (Private company)

4-Jun AM

Thu PM

5-Jun AM Documentation

Fri PM Dep: ADD(ET452) ditto

6-Jun 2:30 Arr: CAI

Sat 8:50 Dep: DXB(EK927) 

10:40 Arr: CAI 

PM

7-Jun 9:00 JICA  /  JETRO

Sun 9:30 Meeting with JETRO

11:00 Meeting with MTI (~13:00)

15:00

18:00 Meeting with JICA 

8-Jun AM MTI

Mon 14:00 Meeting with Ecs (Building, refactory & Metallurgy / Leather)

15:00 Meeting with EEPC

16:30 Meeting with Experts

17:45 EEPC

9-Jun AM

Tue 13:00 MTI

10-Jun 11:00 MTI

Wed 15:00 MTI

11-Jun 9:00

　　Thu 19:30

0:05 Arr: DXB

Dep: CAI(EK924)

DATE
 JAPANESE MEMBERS

Interview with ECs (Joint)

Report to EOJ

Meeting with MTI / Signing on MM

Report to JICA

Meeting with MTI

Internal Meeting / Documentation

Interview with GIZA (Seeds and Herbs (Private company)

Meeting with JICA

Internal Meeting

Meeting with EC (Furniture)

Internal Meeting

Mon

1-Jun

Workshop for Evaluation outline

Interview with Office of Minister (MTI)　（~11:00）

Interview with EEPC Exe. Director　（~15:00）

Documentation
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１－５ プロジェクトの概要 

プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）に示されるプロジェクトの目標、アウトプッ

トは以下のとおりである。 

上位目標：エジプトビジネス界に対する、EEPC による支援システムが十分に機能する。 
プロジェクト目標：輸出審議会（EC）及びビジネス界に対する、EEPC による支援システムが

構築される。 
アウトプット：1．EEPC の組織構成が改善される。 

 2．EC との共同作業を通じて、EEPC 職員の能力が拡大する。 
 3．EEPC と EC の組織的連携が強化される。 

活 動： 
1－1．人員配置、業務分掌の確立のための支援を行う。 

1－2．予算確保のための支援を行う。 
1－3．プロジェクト参加者及び分掌の決定について支援を行う。 

1－4．EEPC 及び JICA 関係者の週定例会を開催する。 
 

2－1．輸出業者に対する市場情報提供体制の改善 

2－1－1 輸出業者の特定 

2－1－2 ターゲット EC の特定 

2－1－3 EC のウェブサイトを通じた輸出情報の共有 

2－1－4 輸出障壁の除去 

2－1－5 EC による輸出戦略策定に対する支援 

2－1－6 国内外の輸出情報の収集 

2－1－7 セクター別輸出動向レビュー報告書案作成に対する EC との協力 

2－1－8 EC との連携による支援依頼への対応 

2－1－9 メールニューズレター発行支援 

2－1－10 JETRO によるトレードタイアッププロモーションプログラムへの登録勧奨支

援 

 

2－2．EC との協力による市場選好度調査の実施 

2－2－1 調査パートナーとなる EC の選出 

2－2－2 対象トレードフェアの特定と調査項目のデザイン 

2－2－3 調査の実施 
2－2－4 調査結果の分析 

2－2－5 分析結果診断 
2－2－6 診断結果のビジネス界への還元・提供  

 

2－3．日本市場を志向した市場アクセス拡大のためのパイロットプロジェクトの実施 

2－3－1 パイロットプロジェクトのための有望産品の特定 
2－3－2 実施計画の作成 

2－3－3 パイロットプロジェクトの実施 
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2－3－4 パイロットプロジェクトの結果分析 

2－3－5 分析結果のビジネス界への提供・還元 
 

2－4．海外における応需型調査の実施体制の構築 
2－4－1 JICA 及び JETRO の承諾に基づくエジプト商務部（ECS）との合意形成 

2－4－2 実施体制のデザイン 
2－4－3 輸出業者に対する周知 

2－4－4 調査結果の評価 
2－4－5 評価結果のビジネス界への還元･提供 

 
2－5．2－1 から 2－4 の活動のマニュアル化 

 
3－1．EEPC と EC の定例会の開催 

3－2．「国家イメージ形成委員会」の設置と活動支援 
3－3．「商品開発のための異業種交流委員会」の設置と活動支援 

3－4．「海外主要小売業のカタログ研究委員会」の設置と活動支援 

 

１－６ 終了時評価の方法 

日本側団員とエジプト側団員で合同評価調査団を形成し、合同評価を実施した。本調査団は、

PDM に基づいて、まず、アウトプットとプロジェクト目標の達成度及び上位目標達成見込みを確

認し、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点から分析した。

続いて、導き出された結論に従い提言を取りまとめ、プロジェクト実施から得られた教訓を導出

した。 

 

1－6－1 終了時評価の手順 

（1）評価の観点と評価の手法 
本調査では、①PDM（プロジェクトの諸要素を論理的に配置したプロジェクトの概要表）

に基づいた評価のデザイン、②プロジェクトの実績・実施プロセスを中心とした必要情報

の収集、③妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性という 5 つの評価の観点（評

価 5 項目）からの収集データの分析、④分析結果からの提言･教訓の導出及び報告、とい

う流れを踏まえ調査を行った。なお、評価 5 項目の詳細については、後述の「（3）データ

分析方法」のとおりである。 
まず、協議議事録（M/M）（2006 年 8 月 9 日付、プロジェクト内容の概略を定めたもの）、

PDM、活動計画（P/O）書、終了時評価調査に係る事前資料、その他プロジェクトの関係

文書、報告書等に基づき、終了時評価の実施手順と調査項目案を策定した。評価用 PDM

は作成せず、現行の PDM を用いた。 
主な調査項目は、評価グリッド（合同評価報告書 Annex 8）を参照のこと。 

 

（2）データ収集方法 

上述の評価デザインに沿って、PDM 記載事項の実績データを中心に、以下の情報源及び
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データ収集手法を用いて情報を収集した。 

① M/M、PDM 、P/O 等のプロジェクト計画文書 
② 日本人専門家及びカウンターパート、関連機関からの聞き取り及び質問票への回答 

③ 日本側及びエジプト側の投入に関する記録 
④ セミナー等に参加した企業訪問、視察 

⑤ その他プロジェクトによる記録及び成果品 
 

（3）データ分析方法 
開発プロジェクトを評価する際に国際的に使用される評価 5 項目の観点から、収集した

データを分析し、総合的に判断した。評価 5 項目の内容は以下のとおりである。 
1） 妥当性 

プロジェクトのめざしている効果（プロジェクト目標や上位目標）が、評価を実施す

る時点において妥当か（受益者のニーズに合致しているか、問題や課題の解決策として

適切か、相手国と日本側の政策との整合性はあるか、プロジェクトの戦略・アプローチ

は妥当かなど）を確認する。 

2） 有効性 

プロジェクトの実施により、本当に受益者若しくは社会への便益がもたらされている

かを確認する。また、そのための戦略（アウトプットのたて方）がプロジェクト目標達

成に貢献しているかどうかを確認する。 

3） 効率性 

プロジェクトのコストと効果の関係に着目し、資源が有効に活用されているかを確認

する。 

4） インパクト 

プロジェクト実施によりもたらされる、より長期的・間接的効果や波及効果を確認す

る。予測していなかった正・負の効果・影響を含む。 

5） 自立発展性 
援助終了後も、プロジェクトにより発現した効果が持続していく見込みがあるかどう

かを確認する。 
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第２章 調査結果概要 
 

２－１ 調査結果概要 
今回調査の結果、本件事業は通商産業省（MTI）及びエジプト輸出振興センター（EEPC）の強

いコミットメント、イニシアティブに基づき、おおむね順調に実施されていることを確認した。

一方で、2008 年途中までの EEPC におけるマネージメントの問題から、進捗に遅れがみられると

ころ、プロジェクト目標の達成及び成果の定着のためには、一定期間の延長が必要であることが

指摘される。 

 
（1）プロジェクト活動の評価と期間延長 

本件調査の結果、プロジェクト活動はおおむね順調に進捗していることが確認された。こ

れは、チーフアドバイザーをはじめとする JICA 専門家と EEPC 理事長ほか関係者との密接

なコミュニケーションの成果であると考えられる。特に 2008 年後半に EEPC のマネージメン

ト体制が改善されて以降、大きな進展がみられたことは、現在のプロジェクトの進捗に極め

て大きな影響を及ぼしている。しかしながら、それ以前の理事長の不在等に起因する活動の

停滞の影響は小さくなく、期待された所期の成果を達成するためには、一定期間の活動期間

延長が必要であるとの認識で JICA 調査団及びエジプト側調査団が合意し、報告書の提言に

おいてその旨を記載した。 

延長期間に想定される主な活動は、現在進められている貿易統計情報サービスの整備･活用

に関する支援（ポータルサイト再構築に関する支援を含む）、及び輸出審議会（EC）との間

でニーズが確認されている需要調査等の実施体制構築である。これら活動について、12 ヵ月

間の延長期間を充てることを必要とした。 

 

（2）評価 5 項目に照らした評価結果 

プロジェクト及び EEPC の運営という点では、過去のような EEPC のマネージメント体制

の不安定化は、特に持続性の観点で大きなマイナス要因であり、上位官庁である MTI とも密

接に連携のうえ、その安定的な運営を確保していくことが必須である。昨今の経済情勢下、

多くの政府機関が予算削減となっているなかで、EEPC は前年度並みの事業予算を確保し、

かつ庁舎移転のための予算が別途確保されるなど、格別の扱いを受けている。その意味で、

エジプト政府の評価は高く、プロジェクト実施の意義･妥当性は十分に認められた。 

活動とその成果という点でも、これまでの活動は、例えば異業種交流や製品開発など具体

的な具象を伴う進捗がみられ、一定の評価ができる。また、その活動のための投入もおおむ

ね適切なタイミング、量により実施されている。 
インパクトの点では、EEPC の活動が EC との連携により、最終的に関連輸出企業に波及し

ていく仕組みであることに鑑みれば、EEPC による提供サービスの有用性を関連企業に対し

て積極的にアピールしていく必要があり、EC とのより密接な関係構築、EC メンバー企業の

確保・拡大、メンバー企業のサービスニーズへの対応が必須である。また、EC により、メ

ンバー企業の登録数に違いがあり、又活動内容そのものにも差異がある。広範かつ均等なサ

ービスの提供が図られるよう EC との関係強化、工夫が求められる。 
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２－２ 調査団所見（団長所感） 

（1）プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）の柔軟な改訂 
JICA プロジェクトは、PDM に基づいて実施され、モニタリングをすることとなっている。

プロジェクトの開始にあたりできるだけ綿密に PDM を作成する必要はあるが、PDM に縛ら

れるのではなく、プロジェクトの実施後の状況の変化に応じ柔軟に活動内容を変化（適応）

させる必要がある。本プロジェクトにおいても活動内容は柔軟に状況に適応しているが、

PDM の改訂が 2008 年の 1 回のみであり、より柔軟な PDM の変更は必要であったものと思

われる。このため、協議議事録（M/M）に記載したとおりプロジェクトを延長する際には PDM
のより明確化が必要であるものと思われる。なお、PDM の改訂にあたっては、JICA 事務所

及び本部が積極的に関与する必要があるものと思われる。 
 

（2）実施機関の人員の早期の確立 
今回のプロジェクトが面した困難さのなかで一番大きかったものは、EEPC の人員の不安

定さであったと思われる。特に理事長の不在や、兼職であった理事長の EEPC への関与の薄

さにより、プロジェクト中盤の進捗に大きな影響が生じた。 

カウンターパートの人事は、JICA 側でコントロールできる事柄ではないものの、今後の本

プロジェクトないしは他のプロジェクトの実施にあたっては、JICA として積極的にモニタリ

ングをしていく必要があるものと思われる。 

 

（3）EEPC の立ち位置の明確化 

エジプトにおいては、輸出振興にかかわる機関が多数存在しており、その活動内容につい

ては、必ずしも固定していない。EEPC の主な活動である海外市場情報については、同じ MTI

傘下のエジプト商務部（ECS）も扱っており、又、業種別の EC が力をつけると EC との競合

も発生する可能性がある。ECS との調整は、同じ MTI 傘下ということで比較的容易であろう

と思われるが、民間主導の EC との関係においては、EEPC の立ち位置を早期に明確化する必

要があると思われる。 
 

２－３ 調査結果一覧 

調査項目 現状及び課題 対処方針 調査結果 

I 基本事項 

1．終了時評価

の実施 

 

・プロジェクト終了前 6 ヵ月

のタイミングであること

から、以下を目的として

終了時評価を実施する 

（1）プロジェクトの進捗を確

認し、評価 5 項目に基

づき経過の評価を行

う。 

（2）同評価結果に基づき、目

標の達成に必要な対

・討議議事録（R/D）に記載のとおり、

合同評価を行うことについて、カウ

ンターパート機関の了解を得る。

・事前に Discussion Paper、質問票等

を配布し、終了時評価の趣旨、目的、

及び評価の視点（5 項目）について

説明し、共通理解を形成する。 

 

 

・評価ワークショップを開催

し、関係者に対して評価手

法、考え方等を説明し、共

通理解を醸成した。 
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応等を検討し、必要に

応じて残りの期間の

計画の見直しを行う。

（3）その他、プロジェクト運

営上の課題等につい

て協議し、解決策等に

ついて協議を行う。 

II 投入実績 

1．投入実績の

確認 

 

（1）日本側投

入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（1）専門家派遣 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）本邦研修 

 

 

 

 

・双方の投入が計画どおりに実施され

ているか確認する。併せて投入の実

績について確認する。 

（1）専門家 

（長期専門家） 

 ・業務調整（川合麻由美） 

  2007.8.31～2009.11.5 

（短期専門家） 

 ・チーフアドバイザー（若林寛之）

  2006.11.5～2007.4.7 

 ・チーフアドバイザー（湯澤三郎）

  2007.3.23～2007.10.1 

  2007.11.3～2008.4.26 

  2008.6.4～2008.11.29 

  2009.1.6～2009.6.30 

 ・情報（山本幸雄） 

  2007.3.23～2008.1.2 

 ・加工食品（中村眞） 

  2007.2.23～2007.3.1 

 ・対中国輸出（江原規由） 

  2007.3.22～2007.3.27 

 

【参考：日本貿易振興機構（JETRO）

による投入】 

＜短期専門家＞ 

 ・食品包装技術指導（住本充弘）

  2009.1.16～2009.1.27 

 ・エジプト産品（パピルス素材等）

開発支援（小西氏） 

  2009.2～2009.2 

 

（2）本邦研修 

・2006 年度（3 名 3/8～3/21） 

 ＞ 見本市運営（3 名） 

Mr. MOTAMED Loay Motamed Sayed

Mr. MUBARAK Ahmed Saeed 

・合同評価報告書に添付のと

おり実績を確認した。 
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（2）エジプト

側投入 

 

 

 

（予算） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（3）機材供与 

 

 

 

 

 

（人員配置） 

・理事長をはじめ、主要ポス

トへの配置は行われてい

るものの、いまだ空席が

多い状況 

（予算） 

・カウンターパートの人件費

・プロジェクトの運営経費 

Mohammed 

Mr. YOUSSEF Youseef Abd El Hamed

2007 年度（2008 年 3/9～3/22） 

 ＞ 輸出情報サービス（2 名） 

Mr. MOTAMED Loay Motamed Sayed

Mr. EZZ EL DIN Hosam Said 

Mohamed 

 

（3）機材供与（2007 年度） 

・サーバー、デスクトップコンピュー

ター等 

上記機材が研修コースの現場で使

用されているものか否か、供与機

材の使用状況について確認する。

（事務局体制） 

・最新の配置状況･配置予定を確認す

る。 

 

 

（予算） 

・これまでの投入、及び 2009 年度の

活動予算について確認するほか、今

後の見込み、方向性について協議す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・合同評価報告書添付資料の

とおり、適正に利用されて

いることを確認した。 

 

 

・4 月以降に、新たに 4 名が

増員されるなど、拡充が進

んでいる。 

 

 

・厳しい経済情勢下、各機関

の予算が削減されるなか

で、 EEPC の新年度予算

（2009/10）は前年度並みが

確保されており、エジプト

政府による EEPC 評価、活

動の重視が確認された。 

III プロジェクトの計画（PDM）に関する事項 

1．上位目標の

達成見込み 

・「エジプトビジネス界に対

する EEPC による支援シ

ステムが十分に機能す

る」とされている。 

・EEPC のサービスに対する

満足度が指標としてあげ

られている。 

 

・本指標の検証に向けた対応（例：

Questionnaire の実施等）の必要性を

指摘のうえ、準備依頼をする。また、

合格レベルの指標について認識を

共有するとともに検証手段につい

て現状認識を確認する。 

・上位目標達成のためには、

サービスの安定的な提供

が重要な要素であり、EEPC

の体制の安定が必須であ

る。 

・指標の考え方、測定準備に

ついては、基本的な共通認

識を形成し、M/M に記載し

た。 

2．プロジェク

ト目標の達

成見込み 

・「EC 及びビジネス界の機

能拡大のための EEPC の

支援システムが開発され

る」とされている。 

・指標として、｢十分に調整

された支援システム｣そ

のものが掲げられてい

る。 

・指標確認手段として、組織図及び本

件評価調査が提示されているが、右

指標及び確認手段の適切性につい

て協議、調整する。支援体制の確立

を目標としていることから、支援サ

ービスの有用性アンケートによる

評価を確認手段案として提案する。

・プロジェクト期間中の達成見込みに

・EC ウェブサイトの構築、

需要調査の実施等、支援サ

ービスの拡充に向けて諸

施策が実施されているこ

と、又プロジェクトにより

実施されている簡易調査

による EC の評価も高いこ

とから、プロジェクト目標
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 ついて確認し、その背景と併せて活

動期間の延長の要否について判断

する。 

の達成見込みは高いと評

価される。 

・一方で、現在実施中の諸施

策はパイロットとして実

施しており、これを EEPC

による恒常的なサービス

として定着させることが

支援システムの開発とい

う目標達成のためには不

可欠である。 

・プロジェクト期間の延長に

ついては、2008 年の理事長

不在等の事態により生じ

たブランクの影響もあり、

開始が遅れた活動もある

ため、上記のとおり支援シ

ステムとしての定着とい

う所期の成果を得るため

には、一定期間の延長は必

要であるとの認識を共有

した。 

・PDM 上の指標改定には至ら

なかったものの、認識が共

有された。既に、EC に対

しては簡易的なサービス

評価調査が実施されてお

り、実質的には右調査結果

をもってサービス体制の

確立を継続することが確

認された。 

3．成果の達成

状況 

（1）

Institutional 

Structure of 

EEPC is 

improved 

 

（2） 

Capacity of 

EEPC’s 

employees is 

enhanced 

through EEPC’s 

・現在の PDM における成果

の記載は以下のとおり 

（1）「EEPC の組織構成が改

善される」としている。 

 

 

 

 

（2）「EC との協力による

EEPC の活動を通じて、職員

の能力が開発される」とし

ている。 

 

 

・成果（Output）の現在までの達成進

捗状況を確認する。 

・職員配置、組織体制が適切に行われ

ていること、プロジェクト開始時に

比して充実されていることを確認

する。 

 

 

・市場選好度調査、応需型調査の実施

検討プロセス、実施状況を確認し、

EEPC 職員の果たした役割、及び今

後の見通しについて確認する。 

 

 

 

 

・2008 年において、体制の脆

弱さが顕著であったが、同

年後半には改善がみられ、

十分ではないものの、職員

配置、業務分掌の明確化な

どが図られている。 

・指標のうち、EC の輸出戦

略、メールニューズレター

発行など一部遅れがみら

れる以外、活動としてはお

おむね順調に行われてい

るが、現状では、理事長と
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various 

activities in 

cooperation 

with Export 

Councils. 

 

（3） 

Coordination 

between EEPC 

and Export 

Councils is 

strengthened 

institutionally 

 

 

 

 

 

 

 

（3）「EEPC と EC の調整関

係が組織的に強化される」

とされている。 

 

 

 

 

 

 

・3 委員会（異業種交流他）の設立状

況、及び開催状況について確認す

る。 

専門家の強力なリーダー

シップによるところが大

きく、職員の能力開発にま

で至っているかは、より詳

細かつ焦点を絞った確認･

調査が必要である。 

・日常ベースでの関係につい

ては、必要に応じて会合が

もたれるなど、一定の関係

構築は進んでいるものの、

定期化までは至っていな

い。 

・また、委員会については異

業種交流のみの立上げに

とどまっていることから、

組織的な強化に至るまで

には、継続的な関係強化が

必要である。 

 IV 実施プロセス 

1．技術移転の

方法 

 

 

・主に専門家及び本邦研修に

よりビジネス界支援のた

めのスキルの移転を図る

こととした。 

・プロジェクト目標の達成に照らし

て、技術移転の方法（指導技術レベ

ル、現地への定着度）の適切性、効

果をインタビュー等で確認する。

 

・一方的な移転ではなく、両

者による共同作業を通じ

て、具体的な結果をみせつ

つ指導を行っており、必要

性、重要性の認識を涵養す

る点で、適切な移転が行わ

れている。 

2．マネージメ

ント体制 

 

・2008 年年央までは、常勤

の理事長が任命されて

いないこと等から、マネ

ージメント体制が定ま

らない状況が続いたも

のの、現サラム理事長が

正式に着任してのち、精

力的な活動が行われて

いる。 

・他方、EEPC内の主要ポス

トについては、兼務や空

席が続いているものが

多く残っている。 

・2009年 2 月現在、エジプ

トにおける輸出政策見

直しが行われており、組

織再編の可能性もある。

・昨今の世界経済の悪化に伴い、エ

ジプト政府においても予算の削

減、新規雇用の凍結が行われてお

り、右状況下での現状の確認、今

後の見込み、及び輸出政策の進捗

について確認し、EEPC の将来像

について、関係者の意見を聴取す

る。 

・現理事長の着任以降、組

織の一体感の醸成、上位

官庁との関係等、劇的な

改善がみられた。 

・新規雇用の凍結について

も、MTI 傘下の全 33 法人

のうち、EEPC を含む政策

的、政治的に重要 3 法人

について解除され、既に 4

名の増員が実施されたほ

か、新年度予算も前年度

並みが確保されるなど、

EEPC に対する評価は高

いものとなっている。 

・輸出政策の見直し結果は、

いまだ未確定であり、引き

続き確認する必要がある。
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3．年次活動計

画（P/O） 

 

・2009 年度の詳細 P/O を策

定中 

・2009年度 P/O について確認する。

 

 

・これまでの活動の継続と

して、支援サービスの開

発、拡充の一環として、

貿易統計サービス体制整

備、需要調査実施方策の

検討が行われる予定であ

ることを確認した。 

V 評価 5 項目に基づく進捗状況（評価グリッドに基づき検証する） 

1．妥当性 ・5 ヵ年開発計画（2002～）

において掲げられてい

る、投資増加、経済成長

率上昇といった目標に

合致している。 

・ターゲットグループを

EEPC 職員及び EC とし

ている。 

・事前評価において、他国

での貿易関連プロジェ

クト支援実績、MTI に対

する個別専門家派遣、他

事業実績をあげて、わが

国支援の優位性をあげ

ている。 

・2009 年 2 月の運営指導調

査時に、エジプト輸出政

策の見直しをしている

旨説明があった。 

（必要性：ニーズとの合致） 

・EEPC のニーズ、EC のニーズを確認す

る。 

（優先度） 

・（見直し中の）エジプトの輸出政

策について確認する。 

（適切性） 

・2008 年後半の世界的な金融危機の

影響による政策の変化も勘案し

つつ、エジプトへの投資増加、経

済成長を推進する一方策として

のプロジェクトの意義を検証す

る。 

 

・エジプトの国家開発計画、

EEPC の役割等との関係

において、プロジェクト

の目標、活動は合致して

いる。 

・現在、見直しが進められ

ている輸出政策は、いま

だ未確定であり、引き続

き確認する必要がある。

・金融危機の影響は小さく

ないものの、現下のエジ

プト経済においては、輸

出振興の重要性は不変で

あることが確認された。

2．有効性  ・成果の発現状況を確認のうえ、プ

ロジェクト目標の達成見込みに

ついて確認する。 

・プロジェクト目標達成のための前

提条件の状況、変化について確認

する。 

・目標達成を阻害すると考えられる

要因、及び達成に貢献すると考え

られる要因について確認、協議

し、回避策等と併せて提言として

まとめる。 

・PDM に記載されている活

動の一部について未実施

であるものがあるほか、

ECS との協働による調査

システム構築が法的問題

から不可能となるなどの

阻害要因がみられた。 

 

3．効率性 ・投入はおおむねスケジュ

ールどおりに行われた。

・2008 年度本邦研修につい

て、エジプト側事務手続

きのミスにより実施で

きなかった。 

・総投入量に照らした成果の発現状

況を確認、検証する。 

・成果に対する投入（コスト）の適

切性を確認する。 

・活動から成果に至るまでの外部条

件、前提条件の変化について確認

・投入はおおむね予定どお

りに行われ、技術レベル

についても問題はないこ

とが確認された。 

・他方、予定の長期専門家

が不測の事態により任期
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し、成果発現への影響を検証す

る。 

を短縮するなど、他の専

門家への活動上の影響が

生じるなどの条件変化が

あった。 

・また、プロジェクトの調

整を行う合同調整委員会

（JCC）がプロジェクト開始

後 1 回のみの開催にとど

まるなど、必ずしも有効

に利用されていない。 

4．インパクト ・事前評価調査では、EEPC

と産業界の信頼関係が

強化されることで、エジ

プト製品の輸出拡大が

期待でき、国際競争力の

強化、雇用拡大等に貢献

ができるとしている。 

・JETRO の支援により、具

体的な「エジプト産品」

の開発、日本での販売事

例も生まれている。 

・現状の成果の発現状況等に照らし

てインパクトの見込みを検証す

る。 

・その際、インパクトを得るための

外部要因・条件等についても確認

する。 

・併せて、ネガティブなインパクト

の状況についても確認、検証す

る。 

 

・今後、2008 年のようなマ

ネージメント体制の問題

が発生すれば、輸出振興

に及ぼす負のインパクト

は極めて大きくなること

が予想される。したがっ

て、マネージメント体制

の安定は極めて重要な要

素である。 

・また、EEPC の活動、サービ

スは一義的には EC を通

じて民間企業に裨益する

形をとっており、EC の体

制構築、EC におけるメン

バー企業の拡充が広範な

インパクト形成に必要な

要素のひとつであること

が指摘される。 

5．自立発展性 ・昨今の世界的な金融危機

により、組織面、財政面

での制約は、極めて大き

くなっている。 

・輸出振興政策についても

見直しの最中にある。 

（組織･財政面） 

・エジプト政府の輸出政策、及び財

政措置について確認する。特に輸

出振興に関する実施体制の検討

状況について確認する。 

（政策･制度面） 

・輸出振興政策の見直しの現状を確

認し、同政策における EEPC の位

置づけについて、可能な範囲で確

認する。 

（技術面） 

・本件事業では、明確な移転「技術」

があるわけではなく、ノウハウ、

プロセスを習得するという意味

合いが強い。右視点に照らして、

EEPC 内部に組織的なノウハウと

・過去のマネージメント体

制の脆弱性に鑑み、今後

同様の事態が生じれば、

組織面での自立発展性に

は大きな影響が及ぶこと

が指摘される。他方、予

算措置や人員配置につい

ては、昨今の経済情勢の

なかで EEPC は優遇され

ており、財政面での自立

発展性は確保される見込

みは高い。ただし、今後、

質の高いサービス提供に

よる対価等、自主財源の

確保の必要性も指摘され

る。 
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して蓄積されているか否かを確

認する。 

・政策面では、引き続き

EEPC の役割の重要性が

確認されたが、見直し中

の輸出政策についてはそ

の内容を注視する必要が

ある。 

・技術的には、プロジェク

ト活動の進行に合わせて

OJT という形でのスキル

取得を図っているが、そ

の定着については、引き

続き注視する必要があ

る。 

VI 教訓・提言 

1．教訓・提言 ・JETRO の活動により、具

体的な商品化が進むな

ど、本プロジェクトのイ

ンパクトもみられるが、

将来的に EEPC の活動結

果として同様の成果が

得られるようプロジェ

クト活動のなかで考慮

していく必要がある。 

・自立発展性の観点から、JICA プ

ロジェクト活動のみならず、

JETRO による活動も含めたうえ

での必要な対応、措置について提

言としてまとめる。 

・その他、課題について協議のうえ、

要すれば提言としてまとめる。 

・特筆すべき事項としては、

以下の点があげられる。

➢プロジェクト及び EEPC

の活動の自立発展性につ

いては、過去の事例から

EEPC のマネージメント

体制によるところも大き

い。安定した運営体制の

構築が不可欠である。 

➢ビジネス界の活動に資す

るサービスを提供すると

いう役割に鑑み、ニーズ

を汲み取るための会合、

打ち合わせなど、早期、

かつ定期に行われる必要

があった。 

➢プロジェクト期間の延長

については、過去の活動

停滞の影響等に鑑み、活

動の定着、成果の達成の

ためには、一定期間の延

長が望ましいとした。 

2．その他 ・短期専門家の投入など、各

年度の計画時に検討さ

れる一方、結果的には

JETRO 専門家により実

施されるなど、計画とは

異なった投入が行われ

た。 

・臨機応変な対応であるが、プロジ

ェクトマネージメントの点では

必ずしも支障がないわけではな

い。今後の JETRO 事業との連携･

協力を念頭に、活動・投入段階で

の協力のあり方について、日本側

関係者の間で協議、検討する。 

・今後の連携のあり方、進

め方については、現地、

本邦双方にて、引き続き

協議、調整を図ることと

した。 
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第３章 プロジェクトの実績と現状 
 

３－１ 投入実績 
調査団は、プロジェクトが協議議事録（M/M）及びプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）

に記載された計画に従って以下の投入を実施したことを確認した。個々の実績詳細については、

合同評価報告書 Annex を参照のこと。 

 
（1）日本側 

1） エジプトへの専門家派遣 
長期専門家 1 名、短期専門家 5 名（のべ 8 名）が派遣された（Annex 3）。 

2） 資機材供与 
コンピューター、プリンター、サーバー等 451 万 4,000 円に相当する機材が供与された

（Annex 5、7）。 
3） 本邦研修 

5 名のカウンターパートが本邦研修を受けた（Annex 4）。 

4） 在外事業強化費 

2009 年 5 月までに、総計 2,308 万 5,000 円が支出された（Annex 7）。 

 

（2）エジプト側 

1） カウンターパート及びその他の職員配置 

カウンターパートとして、エジプト輸出振興センター（EEPC）理事長以下、17 名が配

置されている（Annex 2）。 

2） 施設供与 

執務スペース等、プロジェクトに必要な施設が提供された。 

 
３－２ 活動実績 

調査団は、プロジェクトが M/M 及び PDM に記載された計画に従って活動を実施したことを確

認した。ただし、以下に列挙した活動等については、評価時点において十分には実施されていな

い。 
・2－4－7 セクター別輸出動向レビュー報告書案作成に対する輸出審議会（EC）との協力 

・2－4－1 JICA 及び日本貿易振興機構（JETRO）の承諾に基づくエジプト商務部（ECS）と

の合意形成1 

・2－5．2－1 から 2－4 の活動マニュアル化 

・3－2．「国家イメージ形成委員会」の設置と活動支援 

・3－4．「海外主要小売業のカタログ研究委員会」の設置と活動支援 

 

３－３ アウトプットの達成状況 
調査団は、プロジェクトが M/M 及び PDM に記載された計画に従って以下のアウトプットを達

                                                        
1 この活動は、法的制約により実施不能となった。今後、EEPC 独自で実施することが検討されている。 
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成したことを確認した。各アウトプットの達成指標とその状況は次のとおりである。 

 
アウトプット 1：EEPC の組織構成が改善される。 

 

指 標 

プロジェクトにおける EEPC 各部門の責任と業務の明確な定義 

 

プロジェクト期間中、EEPC 内部規程において各部署の業務内容が規定された。アウトプッ

ト 1 は達成されている。 

 
アウトプット 2：EC との協力による EEPC の活動を通じて、職員の能力が開発される。 

 

指 標 

1．構築された EC ウェブサイトの数  

2．市場選好調査の実施・分析の数  

3．パイロットプロジェクトにおけるビジネス界の満足度 

4．オンデマンド海外市場調査の実施 

5．各活動のマニュアルの数 

 

1．7 業種における EC のウェブサイトが構築された。うち 2 業種は既に公開され閲覧可能で

あり2、残りの 5 業種についてはプロジェクト終了前には公開される予定である。 

2．市場選好度調査は 3 回実施され、いずれも成果を収めた3。 

3．パイロットプロジェクトは、「日本市場プログラム」という名称で実施され、エジプト産

ハーブの日本市場へのプロモーション活動を行った。プロモーションは成功し、エジプト

企業からの評価は高い。 

4．オンデマンド海外需要調査は実施されていない。提携を予定していた ECS と実施協議を

重ねたが、ECS 側の調整において、法的制約により有料で調査を行うことが適わず、本

調査での提携は最終的に不可能とされたためである。 
5．EC ウェブサイトの構築、市場選好度調査といった活動についてのマニュアルは作成され

ている。ただし、いずれも簡素な業務フローチャートであり、マニュアルとしては十分と

はいえない。 

 

以上、各指標の現状を総合的に判断すると、アウトプット 2 はほぼ達成したといえる。 

 
アウトプット 3：EEPC と EC の調整関係が組織的に強化される。 

 

                                                        
2 家具 EC（http://efecfurniture.com/WebPages/Common/Home.aspx）とホームテキスタイル EC
（http://www.egyptianhometextiles.org/WebPages/Common/Home.aspx）。 

3 2007 年 5 月 Furnex（カイロ）家具 EC、2008 年 3 月 Foodex（東京）食品 EC、2009 年 3 月 WIN2（イスタンブール）エンジ

ニアリング EC。 
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指 標 

関連業種における 3 種の委員会の設置と運営 

 

設置が計画された 3 つの委員会のうち、異業種交流委員会は異業種交流プログラムとして開

始され、JETRO の協力を得つつエジプト企業と日本企業との技術提携交渉が始まる等、順調に

運営されている。一方、他の 2 委員会はいまだに設置されていない。したがって、アウトプッ

ト 3 の達成は限定的である。 

 
３－４ プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標：EC 及びビジネス界の機能拡大のための EEPC の支援システムが開発される。 
 

指 標 

十分に組織化された支援システム 

 

PDM に規定されたこの指標は不明確で測定困難であるが、調査団は、プロジェクト目標は終

了時までにはある程度達成すると推定されるものの、十分に達成するには更なる時間が必要で

あると判断した。理由は以下のとおりである。 

プロジェクトによって EEPC の EC に対する新たな支援サービスが複数開始され、サービス

を受ける EC 側からの満足度はある程度高い。EEPC において、独自に EC に対する満足度調査

を行っており、サンプル数が極めて限られているものの、サービスに対しておおむね満足して

いるとの回答結果を得ている。 

一方、PDM に記載された活動のうち何点かは評価時点でいまだ実施されておらず、又、終了

時までに実施される見込みはないものも含まれる。 

さらに、PDM における成果達成から目標達成に至るための外部条件のひとつである「ECS

又は関連機関との連携合意」が満たされていない。ECS との連携については、法的制約により

困難となった経緯があるものの、これについてはプロジェクトの内容と目標達成までのロジッ

クが適正に示されていないなど、PDM の設計が必ずしも適切でなかったという見方もできる。 

 
３－５ 上位目標の達成見込み 

上位目標：エジプトビジネス界に対する EEPC による支援システムが十分に機能する。 

 

指 標 

EEPC のサービスに対する EC 会員企業の満足度 

 

調査団は、EC 会員企業の EEPC サービスに対する満足度についての情報を十分に得ることが

できなかった。しかしながら、業種別 EC の代表（そのほとんどが EC 会員企業の代表者であ

る）が、EEPC のサービスに対して概して高い評価をしていることから、本指標でみる限り、

もし EEPC が EC 及びビジネス界に対するサービスを継続・拡大することができれば、プロジ

ェクト終了の 2、3 年後に上位目標は達成可能であると推定される。 
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３－６ 実施プロセス 

評価グリッドに従って実施プロセスを評価した。調査団は、プロジェクトがおおむね適切に実

施されたことを確認した。主要なポイントは次のとおりである。 

（1）定期進捗レポートの提出と随時の報告により、プロジェクトのモニタリングは適切に行わ

れた。 

（2）日本人専門家とエジプト側カウンターパートのコミュニケーションは頻繁かつ適正に行わ

れた。 

（3）プロジェクトを通じてカウンターパートの意識と積極性が向上したことが、プロジェクト

のオーナーシップ確立に向け貢献した。 

（4）プロジェクトにおける技術移転のアプローチはおおむね適切であり、ほとんどの専門家及

びカウンターパートが満足している。カウンターパートの本邦研修に対する満足度も高い。 

（5）EEPC のキャパシティーデベロップメントに資する活動をより強調するため、PDM が改訂され、

2008 年 10 月に公式に導入された。しかしながら、プロジェクト目標の達成指標は計測が

困難であり必ずしも適切とはいえない。プロジェクトが延長される場合には見直す必要が

ある。 
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第４章 評価 5 項目による評価 
 

調査団は、妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性の 5 項目の評価基準により、以

下のようにプロジェクトを評価した。 

 
４－１ 妥当性 

プロジェクトはエジプト政府の政策及び民間セクターのニーズに合致しており、又日本の対エ

ジプト国別援助計画に沿ったものである。したがって、妥当性は高いといえる。 

上位目標は、現行のエジプト国家開発計画である第 6 次 5 ヵ年計画（2007～2011 年度4）にお

ける輸出振興と整合する。同計画においては、期間中、輸出額の年平均成長率目標を 12％と設定

しており、そのためにはエジプト輸出振興センター（EEPC）をはじめとした輸出振興関連政府機

関による民間への支援は不可欠である5。 

プロジェクト目標と上位目標は、民間部門、すなわち輸出審議会（EC）及びビジネス界全般の

ニーズに合致していると思われる。中小企業が大半を占める民間企業の多くは、業種別市場情報

の収集と分析に関して支援を必要としており、又 EC はその機能強化を求められている。 

日本の対エジプト国別援助計画においては、重点分野のひとつとして「持続的成長と雇用創出

の実現（投資・ビジネス環境の改善、輸出振興・産業育成、環境対策）」があげられており、輸出

振興は成長・雇用拡大のため有用な重点支援分野として明記されている。また、日本はこれまで

に多くの国に対して輸出振興を支援してきた経験があり、この分野においては優位点をもつとい

える。 

 

４－２ 有効性 

以下に示すように、プロジェクトの有効性はある程度高いと判断される。プロジェクト目標は

終了時点である程度達成できると見込まれるが、達成度を高めるためには更に時間を要するもの

と思われる。また、3 つのアウトプットはプロジェクト目標の達成に向け貢献したと評価できる。 
以下に、プロジェクト目標達成に貢献した要因をあげる。 

・日本人専門家とエジプト側カウンターパートによる頻繁かつ適切なコミュニケーションによ

り、円滑に活動が実施された。 

・カウンターパートの本邦研修は有用であり、研修を受けた職員の知識・技能は他の職員にも

ある程度移転された。  

・現在の EEPC 理事長による強力なリーダーシップが、職員の士気向上等、プロジェクトの様々

な面に好影響を与えた。 

・通商産業省（MTI）による適切なガイダンス、調整によりプロジェクトが効率的に運営され

た。 

 
一方、プロジェクト運営、プロジェクト目標達成にとって最大の阻害要因となったのが、現行

の理事長が 2008 年 7 月に就任するまで、約 1 年間にわたって EEPC には常勤の理事長が存在しな

                                                        
4 エジプトの会計年度は 7 月から 6 月である。 
5 現在、MTI は新たな輸出振興戦略を作成中である。本調査においては、その内容詳細を入手できなかったが、未確認情報に

よれば EEPC 等輸出関連政府機関の重要性が明記されるといわれている。 
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かった、という事実である。本来トップダウン型を特徴とするエジプトの政府機関組織にあって、

このような不安定なマネージメントの状態では、プロジェクトに関する意思決定や円滑な運営を

することは非常に困難であった。さらに、もうひとつのプロジェクト運営阻害要因として、2008

年の経済危機に対応した政府方針として、EEPC の職員が削減されたことがあげられる（ただし、

今年になって職員数はある程度回復し、更なる増員計画も既に認可されている）。 

 
４－３ 効率性 

日本側、エジプト側ともに比較的少ない投入量からある程度のレベルのアウトプットを達成し

たという点で、プロジェクトは効率的であったと評価できる。特に日本側投入の効率性は高い。 

 
（1）投入の適正度  

プロジェクトに従事した日本人専門家の数は少数であるが6、効率的に技術移転に努めた結

果、カウンターパートの大半が高い満足度を示している。当初長期を予定して派遣された情

報サービス分野の専門家が健康上の理由から中途で帰国したが、業務調整専門家が事実上そ

の後を引き継いで円滑に活動を実施した経緯がある7。一方、3 年程度のプロジェクト期間で

あれば、チーフアドバイザーは同一人物が務めたほうがより効率的であるとの声も聞かれた8。 

日本側によるプロジェクト供与機材の大半はコンピューターやファクス等の事務機である

が、いずれも適正に設置され、有効利用されている。 

本邦研修に参加した EEPC 職員は研修内容におおむね満足しており、研修で学んだ知識・

技能を帰国後 EEPC での業務に生かすとともに、同僚の職員にそれらを移転している。 

プロジェクトを遂行するうえでカウンターパートの能力は十分に高く、人員配置は適正で

あったといえる。しかしながら、2008 年にエジプト政府が経済危機に対応するため政府職員

削減方針を採ったことから、EEPC 職員が削減され、プロジェクトの活動に悪影響を及ぼし

た。ただし、この悪影響は 2009 年になって職員数が増員されたことにより大幅に回復された。 

 

（2）アウトプットの達成度 
アウトプットの達成状況は 3－3 に述べたとおり限定的である。しかしながら、EEPC の組

織及び個々の職員の能力は着実に向上している。また、EC ウェブサイトの構築等プロジェ

クト・デザイン・マトリックス（PDM）上では明確に記載されていない活動もいくつかある

が、それらもアウトプットの達成に大いに貢献した。 

 

４－４ インパクト 
上位目標達成の見込みについては 3－5 に記したとおりであるが、そのほかにもプロジェクトに

よる正のインパクトが認められた。 
プロジェクト活動の一環として実施されたマーケットジャパン・プログラムはパイロットプロ

ジェクトとして計画された活動であったが、その選定商品であるハーブ・スパイスのプロモーシ

ョンを広範に行った結果、相次いで日本の一流デパート、食品アウトレットでかなり販売される

                                                        
6 長期派遣専門家は業務調整の 1 名であり、それ以外の 5 名はチーフアドバイザーを含め短期派遣である。ただしチーフアド

バイザーについては、短期派遣を数回繰り返す形であり、通算のエジプト滞在は長期に及ぶ。 
7 たまたま、業務調整専門家が情報サービス分野を専門としていたため、プロジェクト活動を効率的に実施することができた。 
8 チーフアドバイザーはプロジェクト開始 6 ヵ月後に交代している。 
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ことになるなど、日本の市場に流通し成功を収めた。これによりエジプト製品の日本での知名度

とイメージを高めるとともに、エジプト輸出業者の日本市場理解と意識向上という成果を得た。

また、やはりプロジェクト活動の一環として実施された「異業種交流会」9では、日本貿易振興機

構（JETRO）により講師を招聘したセミナーをきっかけに、エジプト企業と日本企業との技術提

携等のビジネス交渉が複数進行中である10。 

他方、プロジェクトの負のインパクトは認められなかった。しかしながら、今回の調査におい

て、多数の輸出企業が EC に未加盟であることが確認された。EC は業種によってその加盟企業数

が大きく異なるが11、各 EC とも自業種全体の企業数やプロファイルを正確に把握している状況で

はない。また、今回訪問した EC 未加盟企業によると、EC 加盟のメリットは少ないと見なされて

おり、また EEPC の活動の認知度も低い。その意味において、主に対 EC 支援サービスを核とす

る EEPC の活動のビジネス界全体への波及効果は、現状では限定的といわざるを得ない。EC の組

織機能拡充に協力して輸出企業の EC へ加盟促進を間接的に支援するとともに、ビジネス界全体

に対して EEPC のサービスを積極的に広報・宣伝していく必要があろう12。 

 
４－５ 自立発展性 

複数の阻害要因が存在するため、プロジェクトの自立発展性は、現状では十分に確保されてい

るとはいえない。EEPC が自立発展性を保つためには、政府による政策面、予算面での継続的な

サポートが不可欠である。 

 

（1）組織・財政面 

前述 4－2 のとおり、2008 年 7 月に至るまでの EEPC マネージメント体制の度重なる変動

は、プロジェクト運営に悪影響を及ぼした。現在の理事長の下では EEPC は強固かつ安定し

たマネージメント体制を保っているが、過去の経緯を考慮すると、将来にわたってこの体制

が維持される保障はない。しかしながら、今回の調査で、MTI は現理事長体制下の EEPC を

これまで以上に評価し重視していることを表明しており13、その EEPC 強化方針に変更がな

ければ、EEPC の組織としての自立発展性は向上すると思われる。 

EEPC の職員数は 2008 年に削減されたが、2009 年に入って 4 名増員され、更に 6 名の増員

が承認されている。これについても、過去の職員数の変動や離職率の高さ14を勘案すると、

EEPC の人的資源の安定性は十分高いとはいえない。 

財政面では、EEPC の政府からの予算は過去 3 年着実に増額されており（Annex 参照）、又

来年度予算についても、現下の経済情勢のなかで前年度並みを維持し、移転経費を含めれば

増額が決定していることから、自立発展性はあるとみることができる。しかしながら、現状

                                                        
9 本来はエジプト企業同士の異業種交流を促進する意図であった。 
10 ただし、これらは日本人専門家と JETRO の介在が生んだ成果であるといえる。特にエジプト企業と日本企業のビジネス仲

介を日本人専門家から EEPC 職員に完全に技術移転するのは困難であり、今後は EEPC が JETRO との協力関係を強める等

により、組織として輸出企業を支援する体制を整えることが必要と思われる。 
11 例えば、建設資材 EC は 110 社、エンジニアリング EC は 3000 社。 
12 EEPC 理事長によれば、今後は企業に対する直接のサービスを強化していきたいとのことである。その先駆けになるのが、

既に着手されている EEPC ウェブサイトの充実化とのこと。 
13 EEPC 重視の傍証として、MTI 外郭組織 33 団体のうち、2009 年度予算が増額されたのは EEPC を含め 3 団体だけである。

ただし、EEPC の 2009 年度予算には移転のための特別予算が含まれるため、実質的には横ばい（通産省大臣室インタビュ

ーによる）。 
14 毎年の離職数等のデータは得られなかったが、職員の変動は大きいとのことである（専門家等のインタビューによる）。 
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では収入のすべてを政府予算に依存していることから、活動拡大のためには独自収入を得る

ことも視野に入れるべきであろう。実際、EEPC はサービスに対するコスト負担を今後 EC に

求めていくことを検討している。 

 
（2）制度・政策面 

国家開発 5 ヵ年計画で輸出目標数値が設定されていることから、エジプトの輸出振興重視

政策自体が変更される可能性は低く、又、エジプトの経済成長にとって輸出振興が不可欠で

あることは自明である。EEPC という組織・機能に対する政府方針の変更や見直しは起こり

得るが、MTI は調査団に対し、EEPC はエジプトのビジネス界に市場情報を提供する唯一の

政府機関であり続ける、と表明した。 
 

（3）技術面 
プロジェクトを通じて技術移転を図った結果、エジプト側カウンターパートは技術的な自

立発展性を確保するのに必要な知識・技能を得た。自立発展性を高めるためには、内部での

研修制度を確立すること、活動マニュアルの整備することが必要であろう。 

 

４－６ 評価結果の結論 

調査団は、プロジェクトの実地調査、関係者との意見交換及び団内での討議を重ねた結果、以

下の結論に達した。 

 

4－6－1 プロジェクトの達成度 

プロジェクト目標はある程度達成されつつある。現理事長の体制下、プロジェクトを通じて

EEPC の組織は強化され、EC 及びビジネス界に対し支援サービスを提供し、そのサービスは一

定の評価を得ることができた。しかしながら、プロジェクト目標の達成度を高めるためには、

いくつかのプロジェクト活動について、更なる協力の継続が必要と思われる。 

 
4－6－2 5 項目による評価 

5 項目の評価基準によれば、プロジェクトは比較的高い妥当性、有効性、効率性をもつ。イ

ンパクトについては、プロジェクト終了後の上位目標の達成はある程度見込めるものの、プロ

ジェクトの効果がどの程度ビジネス界全体に波及しエジプトの輸出を拡大するかは、現時点で

は推測することが難しい。 

また、自立発展性については、阻害要因はあるものの、エジプト政府のサポートを得ること

によって EEPC はその活動を維持・拡大していくことが可能である。EEPC が新たに自己収入

を確保することも、その自立発展性を確保する手段のひとつとなる。 

 

4－6－3 促進要因・阻害要因 
プロジェクトの促進要因としては、現 EEPC 理事長のリーダーシップ、日本人専門家とエジ

プト側カウンターパートとの良好なコミュニケーション、エジプト商務部（ECS）による適切

なガイダンス等があげられる。一方、プロジェクトの円滑な実施・運営を阻害した最大の要因

は、現体制以前の EEPC の不安定なマネージメント体制にあった。また、2008 年に政府が不況
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対策として EEPC の人員を削減したこともプロジェクトに悪影響を与えた。ただし、過去約 1

年間のマネージメント体制は安定しており、2009 年になって人員数も回復しつつある。 
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第５章 提言と教訓 
 

５－１ 実施プロセスに関する提言 
（1）プロジェクト期間の延長 

既述のとおり、過去のエジプト輸出振興センター（EEPC）のマネージメントの問題に起因

して、いくつかの活動については、未着手か着手間もない状況にある。プロジェクト目標の

達成のためには、これら活動を完遂することが求められるところ、以下の活動に絞り込み、

12 ヵ月間の期間延長を行うことを提言する。 

1）貿易統計情報サービスの整備に関するアドバイス（ポータルサイト再構築に関するアドバ

イスを含む） 

2）輸出審議会（EC）との間でニーズの確認されている需要調査等の実施支援 
 

（2）プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）の改定 
本プロジェクトでは、必ずしも PDM の記載にとらわれず、現場の状況に応じて必要な活

動が行われてきた。結果として、評価調査団にとっては、当初計画された活動との整合が容

易ではない状況になったが、プロジェクトマネージメントや第三者からみた場合も、その進

捗が把握しにくい状況となっている。したがって、適時に記載内容の改定を図り、実際の活

動の PDM 上の位置づけを明確にしておくことが必要である。 

 

５－２ 自立発展性及び今後の協力に向けた提言 

これまでの記述のとおり、本件プロジェクトに対しておおむね高い評価を与えることができる

が、今後の活動及び将来的な持続性の点で、以下を提言として整理した。 

 

（1）EEPC による提供サービスの持続性 

本件プロジェクトでは、専門家の精力的な活動、及び日本貿易振興機構（JETRO）など他

機関の支援もあって、おおむね良好な成果をあげている。一方で、これまでの成果の多くは、

こうした日本側投入の働きによるところも大きいのが事実である。したがって、残期間にお

いては、自立発展性を高める点で、着手間もない活動に対する支援とともに、既往の活動に

ついては、意図的に EEPC 職員をして主体的に実施せしめ、専門家は極力裏方として助言を

与えることで、近い将来に自立的活動が可能となるような配慮が必要であろう。 

 

（2）ビジネス界ニーズの把握 

本件では、2009 年初めに EC との協議が行われ、サービスプロバイダーである EEPC に対

する具体的なニーズを聴取している。これが、プロジェクト開始当初に行われれば、プロジ

ェクトの活動において、より現場に近く、かつ即効性のある効果を期待することも可能であ

ったと推察される。インパクト、自立発展性の観点から、継続的、定期的なニーズ吸い上げ

の機会を設けることが望まれる。また、EEPC 職員は、規則により海外での見本市など現場

出張が不可能とのことであり、業界のニーズを正確にとらえるには、現場を知ることは不可

欠であることから、何らかの柔軟な措置が求められる。 
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（3）成果指標特定のための準備と PDM 指標 

上位目標において、ビジネス界の満足度が指標としてあげられており、プロジェクトの残

期間において、満足度を計る調査を実施するための準備を行うよう提言として指摘した。ま

た、既述のとおり、現行 PDM のプロジェクト目標における指標は計測が難しいものとなっ

ており、プロジェクト期間の延長が認められた場合には、記載の改定を行う必要がある旨、

併せて指摘した。 
 

５－３ 教 訓 
本件事業から得られる教訓として、以下の点があげられるところ、類似の事業、及び一般的な

点での参考事項とすることが望まれる。 
 

（1）トップマネージメントの重要性 
エジプトに限らず、トップダウン型の組織は多くみられる。本件においても、組織の方向

づけ、具体的な活動の実施における理事長の役割は小さくないものがあったが、当初の 1 年

半の間に理事長は 3 人交代し、かつ、うち 2 人は非常勤であるなど、プロジェクト運営のみ

ならず、組織運営の面でも大きな影響を及ぼした。本件のような組織機能強化を目的とする

事業の場合、こうしたトップマネージメントの存在、役割は極めて重要であり、専門家との

日常的な対話、組織の動機づけを適切に行う意味でも、適切、適任な人材の安定的な配置を

確保せしめることは極めて重要な要件である。 

 

（2）プロジェクトマネージメント 

本プロジェクトでは、事業進捗報告などが必ずしも PDM の記載に基づく形で行われてこ

なかった。そのため、第三者の視点では、当初予定の活動がどの程度の進捗、達成度をもっ

て行われているのかが分かりにくくなっている。現場のニーズに合わせた臨機応変な活動を

行うことは重要であるが、プロジェクトマネージメントの点では、計画と成果の比較、投入

の妥当性などを検討するうえで支障を来たすことも考えられる。PDM の記載方法も含め、現

場での柔軟性とプロジェクトマネージメントの両立を図ることのできるマネージメントを検

討する必要があろう。 

 

（3）PDM の策定プロセス 
本プロジェクトでは、期間中 1 回 PDM の改定を行っている。これは、当初の記載が EEPC

の活動趣旨に照らして適切ではないとの認識により行われたものであり、活動開始以後、カ

ウンターパート機関との間で活動内容、目標の共有という点で少なからず難があったものと

想像される。 

新規設置（本件は改編）による機関の機能強化を図る事業においては、プロジェクト開始

直後の一定期間を組織機能把握にあて、PDM を固めたうえで具体的な活動に入ることが望ま

しいと考えられる。 

 
（4）関連団体との協力 

本件では、他機関との連携もスムースに行われた。特に JETRO による短期専門家の派遣は、
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プロジェクトにおける具体事例の開発という点で、エジプト側に対して大きなインパクトを

与えたと考えられる。この事例にみられるように、JICA では対応できない活動について効果

的な連携を図ることは重要である。一方で、PDM では明確に JETRO による投入が記載され

ていたわけではなく、プロジェクト上、その位置づけは必ずしも公式ではない。成果の因果

関係を特定する意味では、PDM 上の整理が重要となるところ、今後、類似の協力関係による

事業を実施する場合には、PDM 上の位置づけを整理･検討する必要があろう。 
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